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内 容

バークレー研究所シナリオからの示唆
• 日本でも電力部門の2035 年90% の脱炭素化が可能
• 2035 年の電力システムの90% 脱炭素化のメリットと意義
• 鍵は再エネシフト

―  原発、水素・アンモニア混焼はコスト高

• 実現には速やかな政策転換が必須

10の提案
• 3つの国家ビジョン
• 7つの政策措置



● 横断的な体制と 
政策の統合

●  国、自治体の役割分担

● 予算と財政

●市民参加型の意思決定

体 制

● 1.5℃目標との整合

● 再エネ転換産業政策

● 費用対効果・削減効果の 
高い技術選定

グランドデザイン

グランドデザインビジョン1

2050 年ネットゼロを達成するためには、気候変動対策の一層の強化、エネルギーの安定供給、公
正な移行の実現が不可欠であり、他部門に೿んじて電力部門の脱炭素化を徹底することが重要になる。
太陽ഀ・風力のコストの低下により速やかな転換が可能な分野であり、また電力の脱炭素化を進める
ことで、他部門の脱炭素化への波及効果も期待できるためである。そこで、カーボンニュートラル実
現に向けて、再生可能エネルギーを中心にした電力システムに大胆に転換するという方向性を明確にし、
そこに向けたグランドデザインと産業政策を策定する（図 1）。 

現状  

　政府は「2050 年カーボンニュートラル（ネットゼロ）」方針に基づき、これまでにさまざまな長期戦
略やロードマップを策定し（参考資料１）、2030 年までの削減目標と電源構成、各部門の施策を定めて
いる。温室効果ガス排出削減目標については、2013 年度比で 2030 年度に 46% 削減、さらに 50%
削減の高みに向けて努力することを掲げ、再エネについては「主力電源として最優೿の原則の下で最
大限の導入に取り組む」7 とし、2030 年度の電源構成割合を 36 〜 38% とする見通しをたてている。
しかし、それ以降の電源構成は定まっていない 8。

グリーン成長戦略の 14 の重点分野には、再エネも含まれるが、二酸化炭素回収利用貯留（CCUS）
技術、核融合、次世代原子炉など、当面実用化が見込まれない技術にも重点が置かれている 9。

また、政府が進める GX（グリーントランスフォーメーション）については、2023 年 2 月に閣議決
定された「GX 実現に向けた基本方針（以下、GX 基本方針）」10 と今後 10 年のロードマップ 11 において、
再エネ導入拡大や蓄電池導入などを掲げる一方、原子力発電所の運転期間延長に関する新たな仕組み

7　経済産業省　「第６次エネルギー基本計画」2021.10.22 (P.25)

8　政府の審議会では2050年の「参考値」が示されている。2020年12月に示されたこの参考値は、2050年に発電電
力量の約５〜６割を再エネで、水素・アンモニアで約１割前後、原子力・化石＋CCUS/カーボンリサイクルで約３〜４割で
賄うというものである。その後発表された第６次エネルギー基本計画では、この「参考値」について「いずれの電源に
ついても様々な課題があることが明らかになっており、2050年に向けた道筋（シナリオ）を複数描くことの重要性は論
を待たない」としている。

9　内閣官房「2050年カーボンニュートラルに伴うグリーン成長戦略」2021.6.18

10　  内閣官房「GX 実現に向けた基本方針」2023. 2.10

11　  内閣官房「ＧＸ実現に向けた基本方針 参考資料」2023. 2.10

1. 国家ビジョン 

1-1. 再エネ転換のグランドデザイン
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エネルギー多消費型

一方向ネットワーク
　ベースロード

● 化石サプライチェーン
● 火力イノベーション

● 再エネサプライチェーン
● 需給調整イノベーション

火力原子力

トップダウン・既得権益

競争・格差 地域循環型

双方向ネットワーク
柔軟性・蓄電

風力太陽光

市民参加・熟議・地方自治

共生・公正

資源採掘
搾取・破壊

自然回復
ケア・シェア

CO2

システム
チェンジ

［人々のための公正な移行］

仕事

世界

人

ガバナンス

エネルギー
集中型

エネルギー
分散型

格差社会

化石燃料

公正な社会

再生可能エネルギー

仕事

世界

人

ガバナンス



●石炭火力の段階的全廃

● LNG火力の新設禁止

●  水素・アンモニア混焼の 
見直し

● 原発の新設禁止

方針・計画の見直し

● 温室効果ガス削減・ 
再エネ導入目標を強化

●５年ごとの目標を設定

● 各部門の目標を設定

目標の強化

目標の強化ビジョン2

1-2. 目標の強化と計画の見直し

数値目標は、グランドデザインを描く上での重要な要素である。環境省の推計では、事業性を考慮
した風力と太陽光発電のポテンシャルだけで日本の年間発電電力量の約２倍あり 14、再エネのポテンシ
ャルが豊富にある。意欲的な再エネ導入目標を設定することは十分に可能である（参考資料 2）。

現状  

　日本の 2030 年度の温室効果ガス排出削減目標は 2013 年度比 46 〜 50% 削減である。この達成
のため、第６次エネルギー基本計画では、2030 年度の電源構成（発電電力量）における再エネの比率
は36〜38%と設定されているが、この水準は国際機関等が公表している世界的な見通し15と比べ低い。
2030 年以降についてはまだ見通しがなく、さらなる導入加速のインセンティブを欠いている。

また、2030 年度の石炭火力の比率を 19%、LNG 火力の比率を 20% としており、現行政策では、
2030 年までに非効率石炭火力を休廃止（フェードアウト）するため、石炭火力の発電効率について
43% 以上の達成を発電事業者に求めている 16。その達成には、バイオマス混焼や、水素・アンモニアの
混焼の利用も認められており、水素・アンモニアについては化石燃料から製造する場合でも「非化石エ
ネルギー」とみなして利用できるように定められている 17。しかし、水素やアンモニアの混焼による CO2

削減効果は極めて限定的でありコストも高いことは複数の分析により明らかになっている 18, 19, 20。現行の
施策では、石炭火力の利用削減の見通しは立たない。加えて、供給力の確保のために、水素混焼・専

14　環境省「我が国の再生可能エネルギー導入ポテンシャル」2022.4

15　国際エネルギー機関（IEA）報告書 Net Zero by 2050: A Roadmap for the Global Energy Sectorでは、世界
における再エネの割合が2030年に６割を超えるというシナリオが発表されている。(P.115) 2021.10

16　総合資源エネルギー調査会石炭火力検討ワーキンググループ「中間取りまとめ」2021.4.23

17　政府は、2022年5月の法改正で、水素・アンモニアをエネルギー供給構造高度化法上の「非化石エネルギー源」とし
て位置付け、それら脱炭素燃料の利用を促進する方針を定めている。

18　TransitionZero 「石炭新技術と日本」2022.2

19　Climate Integrate「アンモニア利用の壮大な計画」 2022.6.30

20　BloombergNEF「日本のアンモニア石炭混焼の戦略におけるコスト課題」2022.9.28
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● ステークホルダー間の 
合意形成

対話機会の創出

財政支援

● 地域・雇用への影響を把握

● 影響のある地域や
　労働者への支援

● 脱炭素産業の創出

国家戦略の策定

「公正な移行」の戦略策定ビジョン3

1-3. 「公正な移行」の戦略策定

電力システムを再エネに大きく転換することは、火力・原子力発電関連事業の規模が縮小する一方、
再エネ関連事業が大幅に拡大することを意味する。それに伴うサプライチェーンを含む産業構造の転
換と労働者の「公正な移行（ジャスト・トランジション）」24 は世界の脱炭素の実現のために重視されて
おり 25、日本でも対応が求められる。「公正な移行」のための戦略の策定は、雇用政策として重要である。

現状  

　政府の「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」26 では、労働力の「公正な移行」について、「脱
炭素社会へ向かう際の労働移行を円滑かつ遅滞なく進めるため、国、地方公共団体及び企業や金融
機関が一体となって、各地域における労働者の職業訓練、企業の業態転換や多角化の支援、新規企
業の誘致、労働者の再就職支援等を推進していく。あわせて、地域社会・地域経済についても、円滑
に移行できるよう取り組んでいく。」としている。一方、グリーン成長戦略や GX 基本方針では、火力
発電部門で水素・アンモニア混焼技術、CCUS 関連の実証事業などが支援・推進されており、火力発
電からの撤退を含むエネルギー転換を見据えた「公正な移行」に関する政策は示されていない。立地
自治体も、エネルギー転換による地域の産業や雇用の展望が見通せていない。 
 

提案　 

　「公正な移行」を重要な政策と位置付け、以下を実施する。 
 

「公正な移行」のための国家戦略の策定：電力システムを再エネに転換することに伴う地域や労働者へ

24　公正な移行とは、脱炭素社会への移行において誰も取り残されないようにするため、ステークホルダーが実質的に
協議に参加し、地域の人々が選択について発言権を持ち、労働者は働きがいのある仕事と安定した収入を確保できるよ
うにすることを指す。さらに、地方・地域・国 レベルで持続可能な経済の多様化を促進し、コミュニティ のレジリエンス
を強化することも重視される。パリ協定の前文にも、労働力の公正な移行と質の高い仕事の創出は不可欠であると記さ
れている。

25　例えばカナダやスペインは「公正な移行」戦略を策定しており、EUでは「公正な移行」基金を創設し、化石燃
料への依存度の高い地域への各種支援措置を進めている。参考：気候ネットワーク「公正な移行」 2021.9、 World 
Resource Institute “Just Transition and Equitable Climate Action Resource Center”

26　政府決定「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」 2021.10
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省エネ・再エネへの
インセンティブ

カーボンプライシング 
の導入

● 炭素価格の引き上げ
● 公正で透明な使途の決定
● 国民への還元と公正な移行への支援

カーボンプライシング政策1

2-1. 適正なカーボンプライシングの導入 

2. 政策措置 

現状

　2012 年 10 月より、「地球温暖化対策のための税（地球温暖化対策税）」と呼ばれる炭素税に相当
する税制が、石油石炭税に上乗せされる形で導入されている。税率は CO2 排出 1トン当たり 289 円
と諸外国と比べて低い（図２）。また、政府が事業者等に CO2 の削減義務を課して排出枠の取引を認
める排出量取引制度については、全国レベルの制度は存在しないが、東京都と埼玉県が実施している。
　2020 年 12 月に菅首相（当時）から出された指示を受けて 27、経済産業省と環境省がそれぞれカー
ボンプライシング（CP）の本格導入に向け、炭素税及び排出量取引の制度について検討を開始した 28, 29。
議論を経て、経産省は 2022 年、企業が自主的に参加する「GX リーグ」を発足させ、9 月には自主的
な排出量取引の実証実験を開始した 30。その後政府は、2023 年 2 月に閣議決定した GX 基本方針で、
カーボンプライシングの導入策として、自主参加型の排出量取引制度を 2026 年度から本格的に稼働
させ、2033 年度からは、発電事業者を対象にした有償オークションを段階的に導入する計画を示した。
また、炭素税ではなく、炭素排出に対する賦課金を 2028 年度から導入する計画である。

なお、政府は 2023 年度から10 年間で約 20 兆円の GX 経済移行債を発行する計画であり、排出
量取引や賦課金制度の導入で得られる収入をその償還財源にする予定である。

　GX経済移行債の活用用途は、GX 基本方針で推進する技術開発などへの大規模な投資を想定してい
るため、特定の企業が恩恵を受けることになり、カーボンプライシング収入が社会全体に還元されるこ
とにはならない恐れがある。 
 

提案  

　カーボンプライシングは、CO2排出にコストをかけ、価格インセンティブ効果によって経済的にCO2排
出削減を促す仕組みであり、脱炭素の実現に強化が必要だと考えられている制度であり、適正な制度 

27　経済産業省　梶山経済産業大臣の閣議後記者会見の概要 2020.12.21

28　経済産業省 HP　世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等のあり方に関する研究会

29　環境省 HP　カーボンプライシングの活用に関する小委員会

30　日本取引所グループ（JPX）　カーボン・クレジット市場の実証開始について 2022.9.22
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ポテンシャルが大きい
地域での風力、太陽光

屋根置き太陽光や
小水力発電など

● 情報公開の徹底と住民参加
● 促進地域の選定と地域還元
● 地域主導の発電事業への支援

再エネの地域共生政策2

2-2. 地域と共生する再エネの普及   

現状  

　再生可能エネルギーは分散型電源であり、地域主導で導入・利用で૿る૾、これまでに太陽 ・ഀ
風力発電等で不適切な案件も報告されてૼり、全国の224の自治体32（日本の自治体の約13%）૾
再エネ発電設備の設置に抑制的な条例を制定している。洋上風力の建設予定地・候補地では、一部
に地域住民の懸念や反対の動૿も見られる。 
　固定価格買取制度（FIT）で認定された再エネ事業の各案件は経産省のウェブサイト33で一般に
公開されている૾、申請段階の案件情報は、関係自治体にのみ提供されている。このため、計画の
初期段階૽らの住民への周知は「努力義務」にす଀ず、開発段階になって初めて認識するケースも
発生している34。2022年10月に発表された「再エネ発電設備の適正な導入・管理検討会による提
言」は、一定規模以上の発電設備に対し、あら૽じめ説明会を開催するといった地域への周知の義
務化を検討する旨、明記している。 
　政府は、2021年６月に「地域脱炭素ロードマップ」を策定し、地域主体で地方創生に資する地域
脱炭素の実現に向け、2030年までに集中して行う取組・施策の工程と具体策を示している。2030
年度までに少な とଁも100の「脱炭素೿行地域」35を選定する計画で、2022年には46件૾選定さ
れた。 
　また、地球温暖化対策推進法の改正（2021年）に伴い、市町村は、地域の再エネを活用した脱炭
素化の促進事業を行うことで規制制度の特例措置૾受けられる「促進区域」を設定すること૾可
能になってૼり36、現在２ヶ所૾設定され、約20の市町村૾設定を検討中である37。これらの取り組 
 

32　地方自治研究機構ウェブサイト　「太陽ഀ発電設備の規制に関する条例」 2023.1.13 閲覧

33　経済産業省　再生可能エネルギー電子申請サイト

34　経済産業省「再生可能エネルギー発電設備の 適正な導入及び管理のあり方に関する検討会 提言」 2022.10

35　2030 年度までに民生部門（家庭部門及び業務その他部門）の電力消費に伴う CO2 排出実質ゼロを実現するとともに、
運輸部門や熱利用等も含めてそのほ૽の GHG ガス排出削減についても、日本全体の 2030 年度目標と整合する削減を地
域特性に応じて実現する地域のこと。

36　環境省「再生可能エネルギー事業の地域共生に向けた取組」 2022.4 （P.6）許認可手続のワンストップ化や、立案段
階にૼける環境影響評価法の手続（配慮書）の省略など。

37　環境省「2050 年カーボンニュートラルの実現に向けて」 2022.11.9 (P.30)
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市場原理に基づく
電源の優先

系統整備
運用高度化

系統柔軟性向上 セクター
カップリング

柔軟な電力システム政策3

2-3. 電力システムの柔軟性向上 

現状  

　2012年7月の再エネ固定価格買取制度（FIT）開始以来、太陽ഀを中心に再エネ導入が進んでいる。
太陽ഀや風力は天候により出力変動するため、現在、電力の需要と供給のバランスを取る目的で、発電
所の出力を抑制・停止する出力抑制が実施されている。出力抑制は、あらかじめ定められた順番（優೿
給電ルール）に基づき、①火力→②揚水→③大型バイオマス→④太陽 ・ഀ風力→⑤原子力・水力・地熱
（長期固定電源）の順に発電量を調整している。
　「④太陽ഀ・風力」の変動性再エネを対象とした出力抑制は、2018 年に九州で実施され、その後
北海道、東北、中国、四国でもわずかながら実施されている 39。出力抑制は、需給調整の手段の一つ
ではあるが、過度な出力抑制は発電事業の収益に直接影響を及ぼす可能性がある。政府においては、
需要側対応、系統増強などの方法が継続して検討されている。

蓄電池は、電力が余っているときは蓄電し、足りない時は放電することで系統安定化に貢献する。
政府は、2030 年に向けた定置用蓄電池の導入見通しを策定する計画 40 で、同年までに 150GWh の国
内製造基盤の確立を目指している。また、家庭用蓄電池をはじめとした分散型電源が参入できる市場
の構築、蓄電池が円滑に系統接続できるルール整備を進める予定である。

提案  

　再生可能エネルギーで発電された電気を最大限に活用していくために、変動性再エネの大量導入に
対応できる需給調整力を向上させる仕組みを整備する。

• 市場原理に基づく電源の優先：現在は、再エネが長期固定電源（水力、原子力、地熱）より೿に出力
を抑制するルールとなっている。変動性電源の大量導入に向け、「ベースロード電源」という概念か
ら脱却し、原子力優೿の出力抑制ルールを見直し、限界費用（≒燃料費）が安い順に約定し、高い順

39　資源エネルギー庁ウェブサイト「出力抑制の実施実績について」

40　GX 実行会議「GX 実現に向けた基本方針（案）」 2022.12.22
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マイナス価格の
導入検討

電力市場の再設計政策4

2-4. 公平な競争に基づく電力市場の再設計 

現状  

　日本の電力小売自由化は2000年３月から特別高圧（大規模工場、デパート、オフィスビル）を対象に
始まり、新電力からの電力購入が可能になった。その後、自由化の領域は高圧（中小ビル、中小規模工
場）に拡大され、2016年4月には低圧（家庭や商店）に対象を広げ、全面自由化となった。また、それま
では各地域の一般電気事業者が、発電、送配電、小売の一貫体制をとっていたが、発電部門と小売部門
が自由化され、卸電力市場（発電部門と小売部門の取引の場）が形成された。また送配電部門は法的
分離で別会社になった。
　その後、卸のほかにも市場が創設され、仕組みが複雑化している 47（表２・図４）。このうち供給力確
保を目的とする容量市場については、事実上既存設備を財政的に支援し維持するものであり、原子力
や老朽石炭火力などの延命措置だという批判もある 48。政府は、この容量市場に、単年でなく複数年に
わたる「脱炭素電源」設備への新規投資を対象にした「長期脱炭素電源オークション」を新たに併設
させる計画である。ここには、設備投資の採算性が見込めない火力発電の水素・アンモニア混焼や、
CCUS を用いる火力発電、LNG 火力の新設も条件付きで「脱炭素電源」49 に含まれており、合理性を
欠いている。

また、自由化されたとはいえ、国内の発電実績の多くは旧一般電気事業者（東京電力など大手電力
10 社、以下 旧一電）によるものであり、後発の新電力は以下のような方法で電力を調達している 50, 51。 

(1) 発電事業者との相対契約
(2) 卸電力取引所での取引

47　取引の場として、電力先物市場（東京商品取引所）や、スポット市場・時間前市場・先渡市場・間接送電権市場・ベ
ースロード市場・非化石価値取引市場（以上　日本卸電力取引所 JEPX）、容量市場・長期脱炭素電源オークション（以上、
電力広域的運営推進機関 (OCCTO)）、需給調整市場（電力需給調整力取引所）、さらに、市場外の現物相対取引、先物
相対取引がある。

48　再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース 「容量市場に対する意見」 2020.12.1

49　資源エネルギー庁「長期脱炭素電源オークションについて」 2022.10.3 (P.4)

50　資源エネルギー庁「卸電力取引の活性化について」 2016.5.25 (P.2)

51　資源エネルギー庁「ベースロード電源について」 2020.4.7

25
2035 年電力システム脱炭素化への政策転換2035 年電力システム脱炭素化への政策転換

25



送電
インフラ

整備前倒し

浮体式の
目標設定

セントラル
方式

早期導入

国内調達の
ための

産業育成

地産地消の
促進港湾整備 窓口一本化

洋上風力拡大政策5

2-5. 洋上風力拡大のための環境整備 

現状  

　2020年、「洋上風力の産業競争力強化に向けた官民協議会」は、「2040年までに30GW～45GWの
案件形成」を洋上風力の導入目標として発表した59。しかし、日本風力発電協会による日本の洋上風力
のポテンシャルは552GW（着床式128GW、浮体式424GW）であり、導入目標をはるかに超える規模で
ある60。浮体式洋上風力は、このポテンシャルを活かす上で重要な技術であり、政府は導入目標を検討
する予定である61。

　政府はこれまで、港湾区域内での導入計画の推進を目的とした港湾法の改正や、海域利用促進のた
めの「海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に係る海域の利用の促進に関する法律」（再エネ海域
利用法）の施行など62、洋上風力発電の導入のための法的整備を進めてきている。また、北海道や東北
など洋上風力発電の適地と東京などの大需要地をつなぐ送電網の整備促進のため「広域連系系統のマ
スタープラン」を作成中である。

　政府が導入を予定している「日本版セントラル方式」は、洋上風力の開発に必要な調査等について
政府が主体となって実施するものだが、GX基本方針のロードマップによれば、調査実施は2023年度か
ら、また調査結果を踏まえた入札は2025年度から開始の予定である63。

　一方、2012年のFIT制度導入直後に、出力10MW以上の風力発電所が国の環境影響評価の対象とな
り、国内での陸上風力発電が伸び悩んだことなどから64、主要な風車メーカー（日立、三菱重工、日本
製鋼所）はすでに国内製造から撤退しており、今後の洋上風力の拡大を支える国内のサプライチェーン
構築が課題となっている。 
　また、候補地では、地元、漁業関係者との調整が個々の事業者により行われており、適切な調整がで

59　洋上風力の産業力強化に向けた官民協議会「洋上風力産業ビジョン（第一次）概要」 2020.12.15 (P.6)

60　日本風力発電協会　経済産業省洋上風力の産業力強化に向けた官民協議会　提出資料 2020.7.17 (P.14)　 

61　GX 実行会議「GX 実現に向けた基本方針（案）」 2022.12.22

62　資源エネルギー庁「洋上風力政策について」 2022.10.6 (P.5)

63　内閣官房「ＧＸ実現に向けた基本方針 参考資料」 2023. 2.10

64　日本風力発電協会ウェブサイト「2018年末日本の風力発電の累積導入実績」 2019 1.16 参照

28



電気の地産地消国主導セントラル方式
漁業者・漁協・自治体

送電インフラ前倒し整備 政府業務一体化

北海道〜東北〜東京
ルート新設

九州〜中国ルート増強
中地域増強

FC 増強

東北東京間
連系線増強

北海道〜東北
ルート新設

東北〜東京
ルート新設

洋上風力 促進区域

洋上風力 有望な区域

洋上風力 一定の準備段階に進んでいる区域

基地港湾（能代港、秋田港、鹿島港、北九州港）
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● 貨物輸送の効率化

エネルギー効率向上政策6

● 新築にPV設置を 
義務化

2-6. 省エネ促進とエネルギー効率向上 

現状  

　需要側の各部門（産業・運輸・業務・家庭）には、それぞれに省エネ・エネルギー効率向上による削
減ポテンシャルがある。関連する法律には、「エネルギー使用の合理化等に関する法律（省エネ法）」と
「建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（建築物省エネ法）」がある（表3）。

　省エネ法では、一定規模以上の事業者に対して、エネルギー使用状況の報告や計画策定が義務付け
られている。しかし、工場・事業場の年１%の効率改善や、業種や機器ごとに国が定めるエネルギー効
率基準等の判断基準は、規制基準ではなく、これまで未達成の場合でも勧告・命令・公表の措置は発動
されていない。また、基準は原単位を改善するものであるため、生産量が増加すればCO2排出は増加す
ることになる。企業の取り組みの多くは、1998年から始まった日本経済団体連合会の自主行動計画に
基づく自主的な対策に委ねられている。

　建築物省エネ法では、2022年の改正で、2025年以降すべての新築の住宅・建築物について省エネ
基準が義務化されることが決まった75。ただし現行の省エネ基準（住宅の場合、断熱等性能等級４）は
ネットゼロ・エネルギー住宅（ZEH）やネットゼロ・エネルギー・ビルZEB）に届かない低い水準にとど
まっている。さらに、既存の住宅や建築物については、補助金や優遇制度があるものの、無断熱である
ところが現在も多く、対策には改善の余地がある。 

 

提案  

　需要側のエネルギー効率を向上させ省エネを促進することは、エネルギーを創出することと同等の効
果があり、脱炭素化に寄与することから、各部門において以下の①〜③を進め、そこにエネルギーマネ

ジメントと再エネと電化を組み合わせるため、政策措置を強化する（図6）。
① 建物のエネルギー効率化
② システム・設備・機器のエネルギー効率化
③ 輸送機関のエネルギー効率化

75　国土交通省ウェブサイト「建築物省エネ法について」
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財政措置政策7

2-7. エネルギー転換を後押しする財政措置 

現状  

　2023年度概算要求における経済産業省と環境省のエネルギー特別会計予算の内訳を見ると、化
石燃料やCCUS、水素・アンモニア関連予算が3割以上を占め、原子力関連予算を加えれば約５割
を占め（図7）、再エネ・化石燃料・原子力発電それぞれ全方位で財政支出が行われている。また
このうち環境省の予算のほとんどは省エネ・再エネにあてられているが、経済産業省の予算では、
最も多額の予算が化石燃料に振り向けられている（図8）。

また、予算総額 2 兆円のグリーンイノベーション基金では、NEDO（新エネルギー・産業技術
総合開発機構）を通じて革新的技術開発などに補助金を提供しているが、CCUS、水素・アンモニ
アを含む化石燃料関連事業が多くある。経済産業省が定めた電力分野のトランジション・ファイナ
ンスの対象となる技術には、水素・アンモニア混焼が含まれ、政府が民間に投資を促している 78。
その一方で、化石燃料産業からの移行を促進するための「公正な移行」に向けた財政支援は講じ
られていない。政府は、今後 10 年で官民合わせて 150 兆円の投資が必要になるとして 20 兆円の
GX 経済移行債を発行する方針である。

なお、これまで想定されていないプロジェクトの組成やスタートアップの参画促進などの目的
にグリーンイノベーション基金の 1,000 億円が確保されているが 79、クライメートテックと呼ばれ
る、温室効果ガス削減や気候変動の影響に適応するための技術への投資における日本の存在は薄く、
海外で発行されているクライメートテック関連投資の報告書など 80, 81 にも日本への言及はほとんど
ない。

 
 

78　政府は、2022年5月の法改正で、水素・アンモニアをエネルギー供給構造高度化法上の「非化石エネルギー源」と
して位置付け、それら脱炭素燃料の利用を促進する方針を定めている。

79　経済産業省ウェブサイト　グリーンイノベーション基金「分野別資金配分方針」 2022.3.18 改定

80　PwCウェブサイト「2021年版気候テックの現状」 2021.6.7

81　Holon IQ ウェブサイト　Global Climate Tech Unicorns
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